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２０１９年 

平成３１年度事業計画の基本方針 

歯科医師法第一条には、「歯科医師は、歯科医療及び保健指導を掌ることによって、公

衆衛生の向上及び増進に寄与し、もつて国民の健康な生活を確保するものとする」とあり、

歯科医師が担うべき崇高な使命が掲げられている。 

本会は、この使命を全うするため、歯科医学・歯科医療に携わる東京都の歯科医師を代

表とする公益社団法人として、医道の高揚、歯科医学・医術の進歩発達、公衆衛生および

予防医学の普及向上に努め、東京都民の保健・医療・福祉の向上に寄与する事業を実施し

てきた。 

本年度も次の５つの事業を中心として地域社会の健全な発展を図るものとする。 

１．口腔保健啓発を通して公衆衛生の向上を実現する事業 

２．事故・災害若しくは犯罪による被害者及び障がい者を支援する事業 

３．歯科医療従事者を育成する事業 

４．都内歯科医師の事業基盤を安定化させる事業 

５．その他の事業 
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１．口腔保健啓発を通して公衆衛生の向上を実現する事業 

この事業は、都民が口腔保健に関する知識習得により健康な身体を維持し、必要なと

きに安心な歯科医療サービスを享受できることを目的とする。 

（１）都民に対する公衆衛生活動・普及啓発、情報提供 

都民の健康意識は高まっているものの、口腔（歯科）領域への重要性は未だ認

識が不十分である。このため、口腔機能および口腔ケアの重要性を理解してもら

うため、都民を対象とした幅広い普及啓発活動、情報提供を実施する。 

① 公衆衛生の主な事業活動

1) 都民向けの講演・イベント事業

2) 歯と口の健康週間事業等

3) へき地（島しょ地域）歯科保健普及啓発事業

4) 食育関連事業

5) 地域包括ケアシステム体制の整備

6) 歯科口腔保健推進事業

7) 企業歯科健診の充実と新たな職域歯科健診事業の研究および実施

8) 2019年開催のラグビーワールドカップおよび 2020年開催の東京オリンピッ

ク・パラリンピックに向けた歯科医療体制の整備に対する協力およびスポー

ツマウスガードの普及・啓発

② 会誌の発行等

本会広報誌「東京都歯科医師雑誌」の内容の充実を目指すとともに、本会ホー

ムページの拡充、利便性の向上に努める。 

（２）歯科医療従事者に対する卒後研修、学術研修、生涯研修セミナー 

 都内に勤務する歯科医療従事者に対して、次の有償無償の各種研修会、セミナ

ー等を実施して、歯科医学・医術の進歩発達に寄与する。 

① 卒後研修

② 学術研修

③ 生涯研修セミナー

④ その他の研修会等

1) 児童虐待防止事業

2) 禁煙支援事業

3) 産業保健事業
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        4) 糖尿病予防事業 

        5) 在宅歯科医療(認知症・介護・フレイル予防等含む)に関する事業 

     6) 周術期口腔ケアに関する事業 

     7）口腔がん対策事業 

8) 歯科衛生士復職支援等事業 

 

（３）各種学会等の支援、医療連携 

    ① ＨＩＶ/ＡＩＤＳに関する感染対策・講習会・紹介事業および 

がん患者紹介事業 

    ② 東京の歯科大学・歯学部・附属病院との情報交換会 

      ③ 都内歯科医師会の研修会および本会会員主催の都内研修会等に対する協力 
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２．事故・災害若しくは犯罪による被害者及び障がい者を支援する事業 

この事業は、事故や災害、あるいは犯罪により不幸にして被害を受けた医療弱者に対

する支援と、障がい者の歯科診療を中心に口腔保健の向上に寄与することを目的とす

る。 

（１）事故・災害等による被害者支援、犯罪による被害者支援、災害時緊急歯科診療 

 事故または災害時における医療救護活動は、都民の生命と身体を守る要となる

重要なものである。本会では、東京都地域防災計画の一翼を担うため、各防災機

関との緊密な連携をとり、会員歯科医師を中心として各種訓練や知識習得に励む

ものとする。 

① 災害対策(九都県市合同防災訓練への参加、および関東地区歯科医師会との

連携を含む)

② 身元確認研修会

③ トリアージ研修会

④ 日本歯科医師会災害歯科保健医療体制研修会への参加

⑤ 警察歯科医会全国大会への参加

⑥ 公益社団法人被害者支援都民センター構成員として啓発活動

⑦ 東京都犯罪被害者支援連絡会との連携

（２）障がい者の口腔保健の向上（東京都立心身障害者口腔保健センターの運営） 

 東京都立心身障害者口腔保健センターは、地域の一般医療機関では困難な障が

いのある方の口腔保健の向上を目的に指定管理事業者として全面的に運営を委

託されている。事業の一層の発展に励むものとする。 

① 障がい者の歯科診療

② 歯科医療従事者、障がい者（児）の保護者および障がい者（児）施設職員・

学校教職員等への教育研修

③ 障がい者歯科医療ハンドブック等の配布及び障がい者歯科医療に係る広報

活動
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３．歯科医療従事者を育成する事業 

地域歯科医療を維持し、高度化する医療・介護ニーズに対応するためには、優秀な人

材の確保が必要となり、より幅広い公的な活動が求められる歯科衛生士の育成に励む

ものとする。 

（１）歯科衛生士の養成事業（歯科衛生士専門学校の運営） 

 国家資格である歯科衛生士の養成と要介護者や通院不可能な高齢者に対する

在宅歯科診療に対応できる東京都介護職員初任者研修資格の取得に努める。また、

学生、卒業生を対象に無料職業紹介を実施し、歯科衛生士の離職者の増加に伴う

歯科衛生士の需給問題の解消に努めるとともに、地域歯科医療を更に充実させる

ことに励む。 
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４．都内歯科医師の事業基盤を安定化させる事業 

本会が実施する公益活動は、会員である独立事業主の歯科医師の本業とは離れた協力

により実施されている。こうした民の公益活動を継続的に実施するには、歯科医師と

しての経営基盤や業務基盤の安定が絶対の必要条件となる。本会では歯科医師への支

援事業に励むものとする。 

（１）医療保険制度の適正な運用のための事業 

① 保険講習会（国保委託事業を含む）

② 保険資料(指導書等)の作成・発行

③ その他公的医療保険(介護保険等含む)の周知徹底

（２）個人事業主としての歯科医師の事業基盤強化 

① 医事相談（都民に対する電話歯科相談）

② 医事紛争解決のための対応(医事処理)

③ 青色申告制度の普及

④ 福祉総合保険



7 

５．その他の事業 

歯科医師法第一条に掲げられた歯科医師の使命を全うするためには、個人ではなく団

体としての活動が必要となる部分がある。本会は、地域の方々の健康を守るという大

きな使命を担っており、その公益性を理解し、自覚を持った会員で構成されている。

その観点から、本会組織の維持・運営は根幹をなすものであり、次の事業を行う。 

 

（１）厚生文化事業 

   ① 会員に対する表彰等の授与 

    ② 会員に対する慶弔金等の支給 

    ③ 会員に対する健康増進施策等の実施 

    ④ 会員の厚生文化活動に対する補助金や奨励金の支給 

 

（２）歯科医業合理化事業 

   ① 各種調査の実施 

    ② 税務相談、法律相談、融資斡旋等 

 

（３）会誌の発行 

 

（４）不動産を貸与する収益事業 

   ① 貸館施設を貸与する収益事業 

   ② 事業用不動産を貸与する収益事業 
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